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改 正 後 改 正 前

（趣旨） （趣旨）

第１条 情報通信技術を活用した行政の推進等に関する 第１条 行政手続等における情報通信の技術の利用に関

法律（平成１４年法律第１５１号）及び商業登記規則 する法律（平成１４年法律第１５１号）及び商業登記

（昭和３９年法務省令第２３号。以下「規則」という 規則（昭和３９年法務省令第２３号。以下「規則」と

。）の規定により電子情報処理組織を使用する方法に いう。）の規定により電子情報処理組織を使用する方

より行う登記の申請，印鑑の提出若しくは廃止の届出 法により行う登記の申請又は登記事項証明書若しくは

，電子証明書による証明の請求又は登記事項証明書若 印鑑の証明書の交付の請求に関する事務は，法令，規

しくは印鑑の証明書の交付の請求に関する事務は，法 則の規定に基づく法務大臣の定め及び商業登記等事務

令，規則の規定に基づく法務大臣の定め，商業登記等 取扱手続準則（平成１７年３月２日付け法務省民商第

事務取扱手続準則（平成１７年３月２日付け法務省民 ５００号民事局長通達。以下「準則｣という。）に定め

商第５００号民事局長通達。以下「準則｣という。）， るもののほか，この規程による。

商業登記における印鑑関係事務取扱要領の制定につい

て（令和３年１月２９日付け法務省民商第１１号民事

局長通達）及び商業登記法等の一部を改正する法律等

の施行に伴う電子認証事務の取扱いについて（平成１

２年９月２９日付け法務省民四第２２７４号民事局長

通達）に定めるもののほか，この規程による。
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（定義） （定義）

第２条 ［略］ 第２条 ［同左］

２ この規程において，次の(1)から(20)までに掲げる用 ２ この規程において，次の(1)から(14)までに掲げる用

語の意義は，それぞれ(1)から(20)までに定めるところ 語の意義は，それぞれ(1)から(14)までに定めるところ

による。 による。

(1) ［略］ (1) ［同左］

(2) オンライン印鑑提出等 規則第１０１条第１項の ［(2)を加える。］

規定による同項第２号に掲げる印鑑の提出又は廃止

の届出をいう。

(3) 電子証明書オンライン請求 規則第１０１条第１ ［(3)を加える。］

項の規定による同項第３号に掲げる電子証明書によ

る証明の請求をいう。

(4) 証明書オンライン請求 規則第１０１条第１項の (2) 証明書オンライン請求 規則第１０１条第１項の

規定による同項第４号に掲げる登記事項証明書又は 規定による同項第２号に掲げる登記事項証明書又は

印鑑の証明書の交付の請求をいう。 印鑑の証明書の交付の請求をいう。

(5) ［略］ (3) ［同左］

(6) 登記・供託オンライン申請システム 法務大臣の (4) 登記・供託オンライン申請システム 法務大臣の

使用に係る電子計算機（入出力装置を含む。）であ 使用に係る電子計算機（入出力装置を含む。）であ

って，オンライン登記申請，オンライン印鑑提出等 って，オンライン登記申請又は証明書オンライン請

，電子証明書オンライン請求又は証明書オンライン 求を行う場合に用いられるものをいう。
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請求の事務処理に用いられるシステムをいう。

(7)～(13) ［略］ (5)～(11) ［同左］

(14) 印鑑提出等情報 印鑑届書に記載し若しくは明ら ［(14)を加える。］

かにすべき事項又は印鑑廃止届書に記載すべき事項

に係る情報に電子署名を行ったものをいう。

(15) 印鑑提出等添付書面情報 印鑑提出等情報と併せ ［(15)を加える］

て送信すべき添付すべき書面に代わるべき情報に電

子署名を行ったものをいう。

(16) 電子証明書申請書情報 電子証明書による証明の ［(16)を加える］

請求の申請書に記載すべき事項に係る情報に電子署

名を行ったものをいう。

(17) 電子証明書添付書面情報 電子証明書申請書情報 ［(17)を加える］

と併せて送信すべき添付すべき書面に代わるべき情

報に電子署名を行ったものをいう。

(18)～(20) ［略］ (12)～(14) ［同左］

（受付） （受付）

第３条 登記官は，申請書情報が提供されたときは，オ 第３条 登記官は，申請書情報が提供されたときは，オ

ンライン登記申請の受付の年月日及び受付番号の情報 ンライン登記申請の受付の年月日及び受付番号の情報

並びに申請書情報，添付書面情報及びこれらの検証結 並びに申請書情報，添付書面情報及びこれらの検証結

果情報（登記・供託オンライン申請システムの機能に 果情報（以下「申請書情報等」という。）を書面に印
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より出力されるものに限る。以下「申請書情報等」と 刷し，一括して管理する。

いう。）を書面に印刷し，一括して管理する。

（申請の却下） （申請の却下）

第７条 登記官は，次の(1)から(7)までのいずれかに該 第７条 ［同左］

当する場合には，申請の補正が行われたときを除き，

申請を却下する。

［(1)・(2) 略］ ［(1)・(2) 同左］

(3) 添付書面情報の作成者（認証を要するものについ (3) 添付書面情報の作成者（認証を要するものについ

ては，作成者及び認証者）として表示された者とそ ては，作成者及び認証者）として表示された者とそ

の検証結果情報に当該添付書面情報に電子署名をし の検証結果情報に当該添付書面情報に電子署名をし

た者として表示されたものとが異なる場合（法第２ た者として表示されたものとが異なる場合（法第２

４条第７号） ４条第８号）

(4) 添付書面情報についての検証結果情報により，当 (4) 添付書面情報についての検証結果情報により，当

該添付書面情報が改ざんされていることが検知され 該添付書面情報が改ざんされていることが検知され

た場合（検証に失敗した場合）（法第２４条第７号 た場合（検証に失敗した場合）（法第２４条第８号

） ）

(5) 添付書面情報（委任状情報を除く。）についての (5) 添付書面情報（委任状情報を除く。）についての

検証結果情報により，当該添付書面情報の電子署名 検証結果情報により，当該添付書面情報の電子署名

に係る電子証明書が電子署名を行った時において存 に係る電子証明書が電子署名を行った時において存

在せず，若しくは有効期限が切れ，失効し，又は保 在せず，若しくは有効期限が切れ，失効し，又は保
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留されていたことが確認された場合（当該電子証明 留されていたことが確認された場合（当該電子証明

書が電子署名を行った時において有効でないことが 書が電子署名を行った時において有効でないことが

明らかでないときを除く。）（法第２４条第７号） 明らかでないときを除く。）（法第２４条第８号）

(6) 委任状情報についての検証結果情報により，当該 (6) 委任状情報についての検証結果情報により，当該

委任状情報の電子署名に係る電子証明書がオンライ 委任状情報の電子署名に係る電子認証登記所の発行

ン登記申請の受付時において存在せず，若しくは有 した電子証明書がオンライン登記申請の受付時にお

効期限が切れ，失効し，又は保留されていたことが いて存在せず，若しくは有効期限が切れ，失効し，

確認された場合（法第２４条第７号） 又は保留されていたことが確認された場合（法第２

４条第８号）

(7) 申請書情報又は添付書面情報の電子署名に係る電 (7) 申請書情報又は添付書面情報の電子署名に係る電

子証明書が規則第１０２条第３項，第４項又は第５ 子証明書が規則第１０２条第３項，第４項又は第５

項に規定するものでない場合（法第２４条第６号又 項及び第６項に規定するものでない場合（法第２４

は第７号） 条第６号又は第８号）

２ ［略］ ２ ［同左］

［項を削る。］ ３ 登記官は，オンライン登記申請に伴い印鑑届書が提

出されたときは，当該印鑑届書に記載された申請番号

，受付番号，会社法人等番号，商号又は本店等により

，どのオンライン登記申請に伴い提出された印鑑であ

るかを確認するとともに，申請書情報又は委任状情報

に電子署名をした者として表示された申請人等（委任



- 6 -

による代理人を除く。）の氏名，住所及び生年月日と

提出された印鑑届書に記載された氏名，住所及び生年

月日とを照合する。

３ ［略］ ４ ［同左］

（申請の補正） （申請の補正）

第９条 ［１～４ 略］ 第９条 ［１～４ 同左］

５ 申請人等が申請番号又は受付番号によりオンライン ５ ［同左］

登記申請を特定して申請の補正に係る書面（差し替え

の申請書又は添付書面を含む。）を窓口に提出し，又

は送付した場合（申請書情報を補正する場合にあって

は，次の(1)から(4)までの申請人等の別に応じ，それ

ぞれ(1)から(4)までに定める措置を施しているときに

限る。）には，登記官は，当該補正に応じる。

(1) 管轄登記所に印鑑を提出している者（委任による (1) 法第２０条の規定により管轄登記所に印鑑を提出

代理人を除く。） 提出している印鑑の補正書への している者（委任による代理人を除く。） 提出し

押印 ている印鑑の補正書への押印

(2) 当該申請と同時に印鑑を提出した者 提出した印 (2) 当該申請に伴い印鑑届書を提出した者 印鑑届書

鑑の補正書への押印 に押印した当該申請人等の印鑑の補正書への押印

(3) 委任による代理人であって(1)の印鑑を提出してい (3) 委任による代理人であって(1)の印鑑を提出してい

るもの (1)の印鑑の補正書への押印 るもの（登記の申請をしている登記所と同一の登記
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所に印鑑を提出している者に限る。） (1)の印鑑の

補正書への押印

(4) 委任による代理人であって(1)の印鑑を提出してい (4) 委任による代理人であって(1)の印鑑を提出してい

ないもの 補正書への代理人の権限を証する書面（ ないもの（委任による代理人であって(1)の印鑑を提

当該書面について，委任をした者の氏名及び住所（ 出しているもの（(3)の者を除く。）を含む。） 補

委任をした者が会社であるときは，その商号及び本 正書への代理人の権限を証する書面（当該書面につ

店並びに代表者の氏名（当該代表者が法人である場 いて，委任をした者の氏名及び住所（委任をした者

合にあっては，その名称及び当該会社の代表者の職 が会社であるときは，その商号及び本店並びに代表

務を行うべき者の氏名。以下同じ。））が記載され 者の氏名（当該代表者が法人である場合にあっては

るとともに，委任者の別に応じ，(1)又は(2)の措置 ，その名称及びその職務を行うべき者の氏名。以下

が施されているものに限る。）の添付 同じ。））が記載されるとともに，委任者の別に応

じ，(1)又は(2)の措置が施されているものに限る。

）の添付

６ 登記官は，補正情報，添付書面情報及び検証結果情 ６ 登記官は，補正情報，添付書面情報及び検証結果情

報（登記・供託オンライン申請システムの機能により 報の内容を表示した書面又は申請人等から提出され，

出力されるものに限る。）の内容を表示した書面又は 若しくは送付された補正書（追完された添付書面及び

申請人等から提出され，若しくは送付された補正書（ 前項(4)に規定する代理人の権限を証する書面を含む。

追完された添付書面及び前項(4)に規定する代理人の権 ）と申請書情報等の内容を表示した書面とを一括して

限を証する書面を含む。）と申請書情報等の内容を表 管理する。

示した書面とを一括して管理する。
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７ ［略］ ７ ［同左］

（申請の取下げ） （申請の取下げ）

第１０条 ［１～５ 略］ 第１０条 ［１～５ 同左］

６ 申請人等が申請番号若しくは受付番号によりオンラ ６ ［同左］

イン登記申請を特定して申請の取下げに係る書面（以

下「取下書」という。）を窓口に提出し，又は送付し

た場合において，次の(1)から(5)までの申請人等の別

に応じ，それぞれ(1)から(5)までに定める措置を施し

ているときは，登記官は，当該申請の取下げに応じる

。

(1) 管轄登記所に印鑑を提出している者（委任による (1) 法第２０条の規定により管轄登記所に印鑑を提出

代理人を除く。） 提出している印鑑の取下書への している者（委任による代理人を除く。） 提出し

押印 ている印鑑の取下書への押印

(2) 当該申請と同時に印鑑を提出した者 提出した印 (2) 当該申請に伴い印鑑届書を提出した者 印鑑届書

鑑の取下書への押印 に押印した当該申請人等の印鑑の取下書への押印

(3) (1)又は(2)の印鑑を提出していない者（委任によ (3) (1)又は(2)の印鑑又は印鑑届書を提出していない

る代理人を除く。） 取下書に押印した印鑑につき市 者（委任による代理人を除く。） 取下書に押印した

区町村長の作成した証明書であって作成後３月以内 印鑑につき市区町村長の作成した証明書であって作

のものの添付 成後３月以内のものの添付

(4) 委任による代理人であって(1)の印鑑を提出してい (4) 委任による代理人であって(1)の印鑑を提出してい
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るもの (1)の印鑑の取下書への押印及び申請意思の るもの（登記の申請をしている登記所と同一の登記

撤回による取下げの場合にあっては取下書への代理 所に印鑑を提出している者に限る。） (1)の印鑑の

人の権限を証する書面（当該書面について，委任者 取下書への押印及び申請意思の撤回による取下げの

の氏名及び住所が記載されるとともに，委任者の別 場合にあっては取下書への代理人の権限を証する書

に応じ，(1)，(2)又は(3)の措置が施されているもの 面（当該書面について，委任者の氏名及び住所が記

に限る。）の添付 載されるとともに，委任者の別に応じ，(1)，(2)又

は(3)の措置が施されているものに限る。）の添付

(5) 委任による代理人であって(1)の印鑑を提出してい (5) 委任による代理人であって(1)の印鑑を提出してい

ないもの 取下書への代理人の権限を証する書面（ ないもの（委任による代理人であって(1)の印鑑を提

当該書面について，委任者の氏名及び住所が記載さ 出しているもの（(4)の委任による代理人を除く。）

れるとともに，委任者の別に応じ，(1)，(2)又は(3) を含む。） 取下書への代理人の権限を証する書面

の措置が施されているものに限る。）の添付 （当該書面について，委任者の氏名及び住所が記載

されるとともに，委任者の別に応じ，(1)，(2)又は(

3)の措置が施されているものに限る。）の添付

７ ［略］ ７ ［同左］

第４章 オンライン印鑑提出等に関する事務 ［章を加える。］

（オンライン印鑑提出等）

第１５条 登記官は，申請書情報と同時に印鑑提出等情 ［条を加える。］

報が提供されたときは，印鑑提出等情報，印鑑提出等

添付書面情報及びこれらの検証結果情報を書面に印刷
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し，処理が終わるまでの間，申請書情報等の内容を表

示した書面と一括して管理する。

２ 登記官は，書面に印刷された印鑑の原本性及び解像

度を確認するとともに，次の(1)から(7)までのいずれ

にも該当しないことを確認したときに限り，印鑑記録

に記録する。

(1) 印鑑提出等情報に作成者として表示された印鑑の

提出又は廃止の届出をする者とその検証結果情報に

当該印鑑提出等情報に電子署名をした者として表示

されたものとが異なる場合

(2) 印鑑提出等情報についての検証結果情報により，

当該印鑑提出等情報の電子署名に係る電子証明書が

オンライン印鑑提出等の受付時において存在せず，

若しくは有効期限が切れ，失効し，又は保留されて

いたことが確認された場合

(3) 印鑑提出等添付書面情報を併せて送信すべき場合

において，併せて送信されていないとき

(4) 印鑑提出等添付書面情報の作成者として表示され

た者とその検証結果情報に当該印鑑提出等添付書面

情報に電子署名をした者として表示されたものとが
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異なる場合

(5) 印鑑提出等添付書面情報についての検証結果情報

により，当該印鑑提出等添付書面情報が改ざんされ

ていることが検知された場合（検証に失敗した場合

）

(6) 印鑑提出等添付書面情報についての検証結果情報

により，当該印鑑提出等添付書面情報の電子署名に

係る電子証明書がオンライン印鑑提出等の受付時に

おいて存在せず，若しくは有効期限が切れ，失効し

，又は保留されていたことが確認された場合

(7) 印鑑提出等情報又は印鑑提出等添付書面情報の電

子署名に係る電子証明書が規則第１０６条第３項に

おいて準用する規則第１０２条第３項又は第５項に

規定するものではない場合

３ 登記官は，前項のいずれかに該当する場合又は印鑑

提出等情報若しくは印鑑提出等添付書面情報の原本を

確認すべきものと認める場合は，当該原本の提出を求

める旨及びその理由を登記・供託オンライン申請シス

テムに掲示する。この場合には，印鑑提出等情報の内

容を表示した書面の余白に，原本の提出を求めた旨を
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記載するものとする。

４ 登記官は，前２項の処理をしたときは，印鑑提出等

情報の内容を表示した書面の余白に，一括して管理し

ていた申請書情報等のうちの受付の年月日及び受付番

号を記載した上，印鑑提出等情報及び印鑑提出等添付

書面情報の内容を表示した書面を印鑑届書等つづり込

み帳につづり込むものとする。

第５章 電子証明書オンライン請求及び証明書 第４章 証明書オンライン請求に関する事務

オンライン請求に関する事務

（登記手数料の納付） （登記手数料の納付）

第１６条 電子証明書申請書情報が登記所に到達したと 第１５条 登記事項証明書交付請求書情報又は印鑑証明

き又は登記事項証明書交付請求書情報若しくは印鑑証 書交付請求書情報が登記所に到達し，登記事項証明書

明書交付請求書情報が登記所に到達し，登記事項証明 又は印鑑の証明書の編集が行われたときは，枚数等に

書又は印鑑の証明書の編集が行われたときは，証明期 基づき手数料を確定し，納付情報を登記・供託オンラ

間又は枚数等に基づき手数料を確定し，納付情報を登 イン申請システムに掲示する。

記・供託オンライン申請システムに掲示する。

２ 登記手数料の納付期限は，電子証明書申請書情報又 ２ 登記手数料の納付期限は，登記事項証明書交付請求

は登記事項証明書交付請求書情報若しくは印鑑証明書 書情報又は印鑑証明書交付請求書情報が登記・供託オ

交付請求書情報が登記・供託オンライン申請システム ンライン申請システムに掲示された日の翌日から起算

に掲示された日の翌日から起算して１日間とする。た して１日間とする。ただし，行政機関の休日に関する



- 13 -

だし，行政機関の休日に関する法律第１条第１項に規 法律第１条第１項に規定する休日は，この期間に算入

定する休日は，この期間に算入しない。 しない。

（電子証明書オンライン請求）

第１７条 登記官は，電子証明書申請書情報が登記所に ［条を加える。］

到達した場合には，次の(1)から(8)までのいずれにも

該当しないことを確認したときに限り，規則第３３条

の７第１項の通知をする。

(1) 電子証明書申請書情報に作成者として表示された

申請人とその検証結果情報に当該電子証明書申請書

情報に電子署名をした者として表示されたものとが

異なる場合

(2) 電子証明書申請書情報についての検証結果情報に

より，当該電子証明書申請書情報の電子署名に係る

電子認証登記所の発行した電子証明書が保留されて

いたことが確認された場合

(3) 規則第３３条の６第１項の電磁的記録が併せて送

信されていないとき，又は同条第７項の書面に代わ

るべき情報若しくは電子証明書添付書面情報を併せ

て送信すべき場合において，併せて送信されていな

いとき
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(4) 電子証明書添付書面情報の作成者として表示され

た者とその検証結果情報に当該電子証明書添付書面

情報に電子署名をした者として表示されたものとが

異なる場合

(5) 電子証明書添付書面情報についての検証結果情報

により，当該電子証明書添付書面情報が改ざんされ

ていることが検知された場合（検証に失敗した場合

）

(6) 電子証明書添付書面情報についての検証結果情報

により，当該電子証明書添付書面情報の電子署名に

係る電子証明書が電子証明書オンライン請求の受付

時において存在せず，若しくは有効期限が切れ，失

効し，又は保留されていたことが確認された場合

(7) 電子証明書申請書情報又は電子証明書添付書面情

報の電子署名に係る電子証明書が規則第１０６条の

２第４項において準用する規則第１０２条第３項，

第４項又は第５項に規定するものではない場合

(8) 登記手数料が納付期限内に納付されない場合

２ 登記官は，前項のいずれかに該当する場合その他の

電子証明書を発行することができない場合には，請求
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がエラーとなった旨を登記・供託オンライン申請シス

テムに掲示する。この場合においては，申請人等に請

求の補正を求めることを要しない。

（登記事項証明書の証明書オンライン請求） （登記事項証明書の証明書オンライン請求）

第１８条 ［略］ 第１６条 ［同左］

（印鑑の証明書の証明書オンライン請求） （印鑑の証明書の証明書オンライン請求）

第１９条 登記官は，印鑑証明書交付請求書情報が登記 第１７条 登記官は，印鑑証明書交付請求書情報が登記

所に到達した場合には，次の(1)から(7)までのいずれ 所に到達した場合には，次の(1)から(6)までのいずれ

にも該当しないことを確認したときに限り，印鑑の証 にも該当しないことを確認したときに限り，印鑑の証

明書の編集を行う。 明書の編集を行う。

(1) ［略］ (1) ［同左］

(2) 印鑑証明書交付請求書情報についての検証結果情 ［(2)を加える。］

報により，当該印鑑証明書交付請求書情報の電子署

名に係る電子認証登記所の発行した電子証明書が保

留されていたことが確認された場合

(3)～(6) ［略］ (2)～(5) ［同左］

(7) 印鑑証明書交付請求書情報又は印鑑証明委任状情 (6) 印鑑証明書交付請求書情報又は印鑑証明委任状情

報の電子署名に係る電子証明書が規則第１０７条第 報の電子署名に係る電子証明書が規則第１０７条第

３項において準用する規則第１０２条第３項，第４ ３項において準用する規則第１０２条第３項，第４

項又は第５項第１号に規定するものではない場合 項又は第５項第１号及び第６項に規定するものでは
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ない場合

２ 第１８条第２項及び第３項の規定は，印鑑の証明書 ２ 第１６条第２項及び第３項の規定は，印鑑の証明書

の証明書オンライン請求について準用する。 の証明書オンライン請求について準用する。

第６章 ［略］ 第５章 ［同左］

（準用） （準用）

第２０条 ［略］ 第１８条 ［同左］

備考 表中の［ ］の記載及び対象規定の二重傍線を付した標記部分を除く全体に付した傍線は注記である。




